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研究成果の概要（和文）：本研究は、日韓に共通する新たな社会問題、とりわけ急速に進む少子高齢化や、非正
規雇用の増大などに伴う社会的排除問題に対処するうえでの社会的連帯経済の役割について、日韓の比較研究を
行うことを目的としている。目的達成のために、韓国での高齢者ケアや若者支援のための団体のヒアリング調査
や政策立案などの携わる研究者や行政担当者へのヒアリングを実施した。また韓国研究者との共同研究を実施し
た。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research project is to study comparatively social and 
solidarity economy between Japan and Korea. At the moment, both countries face several problems of 
social exclusion such as aged people, part-time workers and so on. To cope with these social 
problems this project is interested in the roles of social and solidarity economy. We did several 
interviews with the people of social and solidarity economy organizations, researchers, policy 
makers in Korea. On the other hand, our team did joint studies with Korean researchers. In addition,
 we held a international symposium on “Food Bank” movements in both countries, at Meiji 
University. Our project found an interesting fact concerning the relationship between SDGs and 
social and solidarity economy when our team attended the Global Social Economy Forum held in Bilbao,
 2018.

研究分野：経営労務論
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日韓共に急速な少子高齢化や格差拡大という社会問題に直面している。これらの諸問題に対応するために、とく
に国連諸機関や南欧諸国、中南米諸国を中心に取り組まれている社会的連帯経済という新たな模索をいち早く取
り入れた韓国市民社会の諸団体等の調査を実施することによって、わが国での問題解決の手がかりを得ることが
できた。とりわけわが国でのSDGsの取り組みや議論でほぼ完全に欠落している社会的連帯経済という考え方に接
することができた。



１．研究開始当初の背景 

(1) バブル崩壊後の日本経済の混乱と急速な国際競争の激化（グローバリゼーション）により、

各種調査結果にも表れているような「日本社会の劣化」現象がみられる。とくに雇用の非正規化

の拡大に伴う低所得者の増大や世帯収入の減少が社会のセーフティネットを破り始めているが、

従来型の経済成長に基づく完全雇用の実現を通して社会の安定と社会保障の実現を達成すると

いうあり方はほぼ不可能であることが明らかになりつつあった。 

(2) 1990年代から耳目を集めるようになったひとつに社会的連帯経済がある。1980年代から

1990年代初頭にかけて、社会的経済、非営利セクター、サードセクターなどの用語が混在して

いたが、従来の民間セクターにも公共セクターにも属さない経済活動が発展し続け、そこに多

くの関心が寄せられるようになっていた（Ｊ．ドゥフルニ、Ｊ．Ｌ．モンソン（富沢賢治他

訳）『社会的経済』日本経済評論社、1995年）。 

(3) 2013 年 9 月に国連内に国際機関横断的な特任組織が設けられた。社会的連帯経済タスクフ

ォース TFSSEである。当初は ILOなど 20の国連機関と国際協同組合同盟 ICAをはじめとする

3つの国際 NGOとによって組織されたが、そこでの基本認識は地球規模での問題が起こってい

るにもかかわらず「従来型の普通のビジネス」では対応しきれないという現状があり、社会的連

帯経済が重要な役割を担うというものであった。TFSSEの基本認識が、2015年 9月の国連総会

で採択された持続可能な開発目標 SDGs（「2030 アジェンダ」）の議論に反映されることになっ

た（UN TFSSE, Social and Solidarity Economy and the Challenge of Sustainable Development: 

A Position Paper in the United Nations Inter-Agency Task Force on Social and Solidarity 

Economy(TFSSE), June 2014）。 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究は、社会的排除問題に対処するうえでの社会的連帯経済の役割について日韓の比

較研究を行うことを目的としている。日韓に共通する新たな社会問題は、急速に進む少子高

齢化や、非正規・非典型雇用の増大などに伴う社会的排除である。この社会的排除問題を対

象として、地域社会に密着しながら一定の仕事を生み出している社会的連帯経済組織、とく

に社会的企業や社会的協同組合について日韓双方の調査を実施し、比較研究することが具

体的課題である。 

(2) 2013年 9月に国連諸機関横断的に組織された社会的連帯経済タスクフォース（TFSSE）

での議論が社会的連帯経済を活性化するうえで大きな役割を果たしでいるが、残念ながら

わが国ではまったく議論すらされていない。そのことがその後の「持続可能な開発目標」

SDGs をめぐる取り組みにおいても影を落とし、日本では SDGs における社会的連帯経済

の役割にはまったく関心が払われていない。他方韓国では、昨今の社会的排除問題に対処す

るために、社会的企業育成法や社会的協同組合規定（協同組合基本法）が制定され、法制度

および社会の仕組みの整備が進められてきた。だが、わが国ではまだ手つかずの状態である。

両国の比較分析を通して、社会的連帯経済の役割について検討する。 

(3) 以上の問題関心の下、社会的連帯経済に関する国際的な議論の動向を確認することも本

研究の重要な課題となる。 

 



３．研究の方法 

(1) 社会的連帯経済に関わる世界の研究動向や議論の摂取のため文献の収集と文献による研究

とに努める。 

(2) 社会的連帯経済をめぐる国際的な動向を把握するため、可能なかぎり国際会議等に参加し、

議論の摂取と資料の収集に努める。 

(3) 日韓比較研究のため、特に韓国でのヒアリングに基づく実態調査と関係者等へのインタヴュ

ーを実施する。 

 

４．研究成果 

(1) 社会的連帯経済に関わる国際会議への出席や文献研究等による研究成果を学会、研究会等で

発表した。 

(2) 国際会議に参加し、社会的連帯経済をめぐる世界の動向について把握するよう努めた。とく

に 2016年（モントリオール）と 2018年（ビルバオ）とで開催されたグローバル社会的経済フ

ォーラム GSEF（Global Social Economy Forum）への参加が有意義であった。 

①2016年 9月にカナダで開催された GSEFモントリオール 2016に出席し、本研究の代表者

も一員となった日本代表団から山形県置賜地方での FEC 圏構想などの 3 つの事例報告をし

た。この会議に出席して得た知見のひとつが、社会的連帯経済が会議全体の共通語となってい

ることであった。 

②2018 年 10 月に開催された GSEF ビルバオ 2018 に参加し、意見交換、情報収集を実施し

た。この会議で得られた知見は、昨今日本でも話題となっている SDGs が社会的連帯経済と

密接な関係の下に提案されていたことであった。他方、日本では SDGs の実現探求の過程に

おいて社会的連帯経済がまったく議論の対象とはなっていないことも明らかである。 

(3) 韓国での調査を実施した。ひとつは社会的連帯経済（韓国では社会的連帯経済という用語よ

りは社会的経済という用語が主に使われている。）に関わる関係者へのインタヴューであり、も

うひとつが社会的連帯経済組織に携わる人々からのヒアリング調査である。 

①大統領府の政策立案者に対するインタヴューを実施した。明知大学の金（Kim Jae-gu）教授

の仲介により、政府の社会的経済政策の責任者の一人である大統領府秘書官へのインタヴュ

ーを実施した。現政権は、格差の拡大や少子高齢化が進む韓国での社会問題解決策として社会

的経済を重視しており、前韓国社会的企業振興院チーフ・ディレクター、Choi Hyuck-jin氏が

その任に当たっている。 

②ソウル市の社会的経済政策全般について、韓神大学李教授にインタヴューを実施し、「協同

組合都市」ソウル市の社会的経済政策の全容に接することができた。 

③ソウル市にある高齢者ケアのための社会的連帯経済組織の訪問インタヴューを実施した。

訪問したのは、ソウル市高齢者ケア従事者綜合支援センター、社会的協同組合江北分かち

合いケアセンター、㈳全国看護療養センター、㈱青い夢ケアセンターである。これらのイ

ンタヴューを通じて、日本とは異なり、市場からケアサービスを調達することは決して多くは

ないことが分かった。また、韓国の若者支援に関わる社会的連帯経済組織、ソウル市若者

支援センターの訪問インタヴューを実施した。 

④ソウル市にあるフードバンクの調査を実施した（小関研究分担者が他科研費を一緒に



なって実施）。中央フードバンク（韓国社会福祉協議会による運営）、基礎フードバンク 

（市・郡・区の社会福祉協議会による運営）、民間フードバンク（社協以外の団体による

独自運営）、最終配分団体（福祉施設、社会団体、ボランティア、宗教団体、自治体など）

が調査対象である。日本との比較研究のために調査結果についての国際シンポジウムを

開催した。 
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